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普及にて可能となるものの，全排出量を対象とした長期目標（2050 年までに 8 割削減）達成には，さらなる削
減施策が必要であることを明らかとした． 
第６章「日本製浄化槽のＥＵへの適用における環境負荷削減効果の評価」では，第３章から第５章にて得られ
た知見を基に，環境負荷に関する集合型と分散型の排水処理システムの比較を行った．具体的には，海外で普及
している固液分離処理のセプティックタンクと好気処理を組み合せた小規模汚水処理プラント，本研究の対象で
ある浄化槽のＥＵ適用品，および集合型の標準活性汚泥方式を対象に，水質汚濁負荷，廃棄物発生量，および温
室効果ガス排出量の観点から，対象とした排水処理システムの環境負荷低減効果の比較検討を行なった．その結
果，水質汚濁負荷では，人の健康の保護と生活環境の保全の観点から，分散型による汚水処理普及については，
セプティックタンクから小規模汚水処理プラント，特に窒素除去機能を有したプラントへの転換が急務であるこ
とを示した．廃棄物抑制に関する汚泥排出量は，処理水質を考慮した除去BOD量当たりの汚泥発生量において，
ＥＵ適用品が最も低いことを明らかとし，さらに第４章にて示した汚泥貯留能力確保に関する設計手法を用いる
ことにより，汚泥発生量の抑制が可能となることを示した．温室効果ガス排出量は，処理対象人口の規模が小さ
くなる程，分散型と集合型の温室効果ガス排出量の差が減少し，処理対象人口120人にて分散型の排出量が集合
型を下回ることを明らかにした．また，第５章で示した温室効果ガス排出量の削減施策等を分散型であるＥＵ適
用品に施すことにより，600人～2,000人規模では集合型の温室効果ガス排出量とほぼ同等となることを示した．
これらの知見によって，地域性に応じた環境負荷低減型の汚水処理施設の普及が可能となることから，SDGs お
よびCOP21の目標達成に寄与するものと期待する． 
 第７章「総括および展望」では，本研究で得られた結果を総括し，日本製浄化槽の海外適用化のあり方を提言
するとともに，生活排水未処理地域における汚水処理施設普及に関する課題と展望を述べた． 
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